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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等については記載してお

りません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載をしておりません。 

  

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自 平成17年 
  ２月21日 
至 平成17年 
  ８月20日 

自 平成18年
  ２月21日 
至 平成18年 
  ８月20日 

自 平成19年
  ２月21日 
至 平成19年 
  ８月20日 

自 平成17年 
  ２月21日 
至 平成18年 
  ２月20日 

自 平成18年
  ２月21日 
至 平成19年 
  ２月20日 

売上高 (百万円) 70,116 70,762 68,156 142,112 142,001

経常利益 (百万円) 1,133 726 1,043 1,935 2,100

中間(当期)純損失(△) (百万円) △2,909 △1,477 △3,779 △851 △220

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 7,110 7,110 7,110 7,110 7,110

発行済株式総数 (株) 31,321,220 31,321,220 31,321,220 31,321,220 31,321,220

純資産額 (百万円) 41,163 41,346 37,986 43,169 42,276

総資産額 (百万円) 78,171 79,909 70,905 76,458 76,058

１株当たり純資産額 (円) 1,315.25 1,321.20 1,213.92 1,379.39 1,350.96

１株当たり中間(当期)純
損失(△) 

(円) △92.97 △47.21 △120.76 △27.20 △7.05

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 10.00 10.00 10.00 20.00 20.00

自己資本比率 (％) 52.7 51.7 53.6 56.5 55.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,510 8,448 1,723 △2,177 3,931

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,327 △2,108 △1,205 △7,294 △2,909

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,282 △681 △1,319 △2,308 890

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 8,085 10,083 5,536 4,425 6,337

従業員数 
(外、嘱託及び 
パートタイマー) 

(名) 
1,069 
(1,608)

1,075
(1,524)

1,074
(1,463)

1,065 
(1,600)

1,063
(1,518)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年８月20日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。なお、使用人兼務役員４名は含んでおりません。 

２ 従業員数欄の( )内は、外書で嘱託及びパートタイマー(当中間会計期間の平均在籍人員「８時間換算」)であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は「全ユニー労働組合ユーストア支部」と称し、昭和45年10月14日に結成された全ユニー労働組

合に属しており、平成19年８月20日現在の組合員数は798名であります。労使関係は円滑に推移しており、特記すべ

き事項はありません。 

  

従業員数(名) 1,074(1,463)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格、原材料価格の高騰や国内金利の上昇などの不安定要因はありま

したが、堅調な企業収益を背景とした設備投資の増加、雇用情勢や個人消費の改善等により、景気は、緩やかな回復

基調のなかで推移していると思われます。 

しかしながら、小売業界におきましては、同業各社との競争は一段と激しく、専門店等の他業態との激しい競争もあ

り、また、長梅雨などによる天候不順の影響など、業界を取り巻く環境は、依然厳しい状況が続いております。 

このような状況下で、当社は恒例企画の火曜特売、日曜特売、中日ドラゴンズ応援セール等の営業企画を積極的に

推進し、良品廉価を基本とした推奨品等を企画・開発し展開するとともに、ライフスタイルの変化に応じた関連販売

に取組み、売上高の確保に努めてまいりました。この他、年々個性化、多様化する消費者ニーズを満たすため、常に

「買う身になって・・・」をモットーに品質をより重視し、サービスレベルの向上に努めるとともに、ローコスト経

営の推進のため、経費全般にわたる削減に努めてまいりました。 

商品別の売上状況は、次のとおりであります。 

食品雑貨部門は、「味と鮮度」へのこだわり、値ごろ商品の開発、高品質商品の品揃えの拡充、日付管理の徹底、

優良産地の開拓、北海道フェアの開催などイベントの再構築、環境にやさしい商品の販売促進等に取組んでまいりま

したが、競争の激化、天候不順の影響等により、既設店の売上高は前中間期実績を4.5％下回り、新設店の効果も及ば

ず、561億３百万円(前中間期比3.4％減)となりました。 

衣料部門は、定例のイベントの再構築、関連販売の強化、売場の鮮度向上のための月別提案商品の展開等に取組ん

でまいりましたが、競争の激化、天候不順の影響等により、既設店の売上高は前中間期実績を6.1％下回り、新設店の

効果も及ばず、120億52百万円(前中間期比4.9％減)となりました。 

店舗につきましては、平成19年３月に中里店(静岡県富士市)を新規開設、また、浅草店、久保田店等の活性化を行

い、お客様のご支持を受けながら積極的に営業活動を進めてまいりました。 

この結果、営業収益(売上高及び営業収入の合計)は、既設店売上高が前中間期比4.8％減となり、新設店の効果も及

ばず、前中間期比3.7％減の714億58百万円となりました。また、適正数量の発注による値下げロスの削減や上質商品

の関連販売等による売上総利益率の改善、固定資産の減損処理による減価償却費の減少等により、営業利益は、前中

間期比37.8％増の10億79百万円、経常利益は、前中間期比43.5％増の10億43百万円、中間純損益は、減損損失71億11

百万円の計上により、前中間期比155.8％増の37億79百万円の損失となりました。 

  

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前期末に比較して8億1百万円減少し、55億

36百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は、17億23百万円となりました。これは、主として、税

引前中間純損失が60億93百万円及び、非資金費用である減価償却費ならびに減損損失がそれぞれ、8億90百万円、

71億11百万円あったこと等によるものであります。営業活動全体としましては、前中間期末日は、金融機関休業

日のため、買掛金及び預り金の支払いが翌日となりましたが、当中間期は、そのような特殊要因がなかったた

め、前中間期と比べ収入が67億24百万円の減少となりました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は、12億5百万円となりました。これは、主として、新規

出店に伴う有形固定資産の取得によるものであります。投資活動全体としましては、前中間期と比べ9億3百万円

の支出の減少となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は、13億19百万円となりました。これは、主として、借

入金の返済によるものであります。財務活動全体としましては、前中間期と比べ6億37百万円の支出の増加となり

ました。 

  

(注) 「第２ 事業の状況」における記載金額は、すべて消費税等を含まない金額としております。 

  



２ 【販売、仕入の状況】 

(1) 販売実績 

① 地域別売上高 

  

  

② 商品別売上高 

  

(注) 「ドライ食品」は、主に乾物、調味料、菓子類等、「塩干」は、冷凍食品、漬物、卵等、「インナー」は、肌着類、靴下、

エプロン、パジャマ等であります。 

  

地域別 

前中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日) 前年同期比(％)

売上高(百万円) 構成比(％) 売上高(百万円) 構成比(％)

愛知県 42,818 60.5 41,149 60.4 96.1

三重県 7,960 11.2 7,620 11.2 95.7

岐阜県 5,181 7.3 4,798 7.0 92.6

静岡県 8,966 12.7 9,167 13.5 102.2

滋賀県 4,715 6.7 4,438 6.5 94.1

京都府 1,120 1.6 982 1.4 87.7

合計 70,762 100.0 68,156 100.0 96.3

品目 

前中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日) 前年同期比(％)

売上高(百万円) 構成比(％) 売上高(百万円) 構成比(％)

食品雑貨     

ドライ食品 27,005 38.2 26,597 39.0 98.5

塩干 9,766 13.8 9,168 13.5 93.9

精肉 6,402 9.0 6,160 9.0 96.2

青果 9,022 12.8 8,641 12.7 95.8

緑花 1,030 1.5 965 1.4 93.7

日用雑貨 4,476 6.3 4,190 6.1 93.6

催事 387 0.5 379 0.6 98.0

計 58,091 82.1 56,103 82.3 96.6

衣料     

レディース 2,910 4.1 2,824 4.1 97.0

子供・ベビー 1,043 1.5 975 1.4 93.5

メンズ 1,586 2.2 1,470 2.2 92.7

インナー 2,364 3.3 2,297 3.4 97.2

靴・服飾 2,189 3.1 2,012 3.0 91.9

レジャー雑貨 2,048 2.9 1,970 2.9 96.2

寝装・インテリア 528 0.8 500 0.7 94.8

計 12,671 17.9 12,052 17.7 95.1

合計 70,762 100.0 68,156 100.0 96.3



③ 単位当たりの売上状況 

  

(注) １ 売場面積は、「大規模小売店舗立地法」に基づくものであります。 

２ 従業員数には使用人兼務役員は含まず、嘱託・パートタイマー及びアルバイトは含めております。 

  

(2) 仕入実績 

  

 (注) 「ドライ食品」は、主に乾物、調味料、菓子類等、「塩干」は、冷凍食品、漬物、卵等、「インナー」は、肌着類、靴下、

エプロン、パジャマ等であります。 

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日) 

売上高(千円) 70,762,730 68,156,088 

売場面積(平均)(㎡) 306,911 311,108 

１㎡当たり売上高(千円) 230 219 

従業員数(平均)(人) 4,924 4,852 

１人当たり売上高(千円) 14,370 14,047 

品目 

前中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日) 前年同期比(％)

仕入高(百万円) 構成比(％) 仕入高(百万円) 構成比(％)

食品雑貨     

ドライ食品 22,116 40.0 21,516 40.8 97.3

塩干 7,639 13.8 7,036 13.3 92.1

精肉 4,742 8.5 4,510 8.6 95.1

青果 7,406 13.4 7,041 13.3 95.1

緑花 704 1.3 658 1.2 93.5

日用雑貨 3,702 6.7 3,356 6.4 90.6

催事 327 0.6 320 0.6 97.9

計 46,640 84.3 44,441 84.2 95.3

衣料     

レディース 1,986 3.6 1,961 3.7 98.7

子供・ベビー 699 1.3 668 1.3 95.6

メンズ 1,019 1.8 932 1.8 91.5

インナー 1,491 2.7 1,447 2.7 97.1

靴・服飾 1,439 2.6 1,299 2.5 90.3

レジャー雑貨 1,655 3.0 1,635 3.1 98.8

寝装・インテリア 389 0.7 365 0.7 93.7

計 8,681 15.7 8,310 15.8 95.7

合計 55,321 100.0 52,751 100.0 95.4



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

前事業年度末に計画していた新設等にかかる設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであ

ります。 

  

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

  

設備名 所在地 区分 設備内容
投資額
(百万円) 

完了年月
完成後の増加 
能力(百万円) 

中里店 静岡県富士市 
新設 
(自社) 

建物
保証金 
その他 

617
30 
343 

平成19年３月
年間売上予定額 

1,800 

設備名 
(所在地) 区分 設備内容

投資予定額 
資金調達方法 着手年月 完了予定年月 完成後の増加能力

(百万円) 総額 
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

一里山店 
(滋賀県大津市) 

新設 
(自社) 店舗 500 － 自己資金 平成19年３月 平成20年10月 年間売上予定額

2,500



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年８月20日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 31,321,220 31,321,220

東京証券取引所
市場第二部 
名古屋証券取引所 
市場第二部 

― 

計 31,321,220 31,321,220 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年２月21日 
から 

平成19年８月20日 
― 31,321,220 ― 7,110 ― 7,387



(5) 【大株主の状況】 

平成19年８月20日現在 

(注) 所有株式数は千株未満を切捨てて表示しております。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年８月20日現在 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式17株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

ユニー株式会社 愛知県稲沢市天池五反田町１番地 20,121 64.24

カネ美食品株式会社 名古屋市天白区中坪町90番地 1,046 3.34

ユーストア持株会 愛知県稲沢市天池五反田町１番地 845 2.70

三 輪 信 昭 名古屋市天白区 422 1.35

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 306 0.98

株式会社昭和 名古屋市熱田区明野町２番３号 218 0.70

家 田 美智雄 愛知県稲沢市 211 0.67

株式会社トーカン 名古屋市熱田区川並町４番８号 200 0.64

株式会社種清 名古屋市西区新道１丁目12番７号 186 0.59

株式会社梅澤 名古屋市東区東桜２丁目15番４号 162 0.52

計 ― 23,720 75.73

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

28,500 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

31,240,500 
312,405 ― 

単元未満株式 
普通株式 

52,220 
― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 31,321,220 ― ― 

総株主の議決権 ― 312,405 ― 



② 【自己株式等】 

平成19年８月20日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ユーストア 

愛知県稲沢市天池五反田町
１番地 

28,500 ― 28,500 0.09

計 ― 28,500 ― 28,500 0.09

月別 
平成19年 
３月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 880 891 848 880 860 860

最低(円) 810 813 805 810 825 761



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日) 

の中間財務諸表については、みすず監査法人及び公認会計士田中誠治により中間監査を受け、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日)の中間財務諸表につい

ては、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

第30期中間会計期間の中間財務諸表  みすず監査法人及び公認会計士田中誠治 

第31期中間会計期間の中間財務諸表  あずさ監査法人 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成18年８月20日) 

当中間会計期間末 

(平成19年８月20日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年２月20日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

現金及び預金   10,083     5,536     6,337    

売掛金   1,936     3,726     3,711    

有価証券   150     99     100    

たな卸資産   5,188     4,851     4,878    

その他   1,582     1,561     1,254    

流動資産合計     18,940 23.7   15,775 22.2   16,281 21.4

Ⅱ 固定資産                    

有形固定資産 ※1                  

建物 ※2 16,482     10,924     15,874    

構築物   3,050     2,195     2,868    

土地 ※2 23,195     23,181     23,181    

その他   2,590     1,855     2,791    

有形固定資産合計     45,318 56.7   38,157 53.8   44,716 58.8

無形固定資産     2,310 2.9   2,058 2.9   2,294 3.0

投資その他の資産                    

投資有価証券   3,639     2,986     3,433    

繰延税金資産   ―     3,830     ―    

長期差入保証金   7,520     7,185     7,334    

その他   2,200     923     2,019    

貸倒引当金   △   21     △   10     △   21    

投資その他の資産合計     13,339 16.7   14,914 21.1   12,766 16.8

固定資産合計     60,969 76.3   55,130 77.8   59,776 78.6

資産合計     79,909 100.0   70,905 100.0   76,058 100.0

                     

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

支払手形   511     526     687    

買掛金 ※3 14,207     9,061     8,998    

一年内返済予定 
長期借入金 ※2 2,130     1,005     2,355    

未払法人税等   85     208     500    

未払消費税等   300     122     427    

賞与引当金   429     417     419    

その他 ※3 7,267     6,091     5,284    

流動負債合計     24,932 31.2   17,432 24.6   18,671 24.5



  

    前中間会計期間末 

(平成18年８月20日) 

当中間会計期間末 

(平成19年８月20日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年２月20日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

Ⅱ 固定負債                    

長期借入金 ※2 8,725     11,032     10,620    

退職給付引当金   205     107     105    

預り保証金   4,322     4,022     4,089    

その他   377     323     295    

固定負債合計     13,630 17.1   15,486 21.8   15,110 19.9

負債合計     38,562 48.3   32,918 46.4   33,782 44.4

                     

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

資本金     7,110 8.9   7,110 10.0   7,110 9.3

資本剰余金                    

資本準備金   7,387     7,387     7,387    

その他資本剰余金   0     0     0    

資本剰余金合計     7,387 9.2   7,387 10.4   7,387 9.7

利益剰余金                    

利益準備金   624     624     624    

その他利益剰余金                    

別途積立金   25,600     25,600     25,600    

繰越利益剰余金   △  247     △  3,395     696    

利益剰余金合計     25,976 32.5   22,828 32.2   26,920 35.4

自己株式     △  21 △ 0.0   △  23 △ 0.0   △  22 △ 0.0

株主資本合計     40,452 50.6   37,302 52.6   41,395 54.4

Ⅱ 評価・換算差額等                    

その他有価証券 
評価差額金     894     684     881  

評価・換算差額等合計     894 1.1   684 1.0   881 1.2

純資産合計     41,346 51.7   37,986 53.6   42,276 55.6

負債・純資産合計     79,909 100.0   70,905 100.0   76,058 100.0

                     



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     70,762 100.0   68,156 100.0   142,001 100.0

Ⅱ 売上原価     55,450 78.4   52,778 77.4   110,640 77.9

   売上総利益     15,311 21.6   15,377 22.6   31,360 22.1

Ⅲ 営業収入     3,403 4.8   3,301 4.8   6,704 4.7

   営業総利益     18,715 26.4   18,679 27.4   38,065 26.8

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※1   17,932 25.3   17,599 25.8   35,971 25.3

   営業利益     783 1.1   1,079 1.6   2,093 1.5

Ⅴ 営業外収益 ※2   96 0.1   119 0.2   276 0.2

Ⅵ 営業外費用 ※3   152 0.2   155 0.3   269 0.2

   経常利益      726 1.0   1,043 1.5   2,100 1.5

Ⅶ 特別利益 ※4   1 0.0   10 0.0   869 0.6

Ⅷ 特別損失 ※5 
※6   2,477 3.5   7,146 10.4   2,572 1.8

  税引前中間純損失(△)
又は税引前当期純利益     △1,748 △2.5   △6,093 △8.9   398 0.3

  法人税、住民税 
  及び事業税   34     157     776    

  法人税等調整額   △  306 △  271 △0.4 △2,471 △2,314 △3.4 △  158 618 0.5

中間(当期)純損失     1,477 △2.1   3,779 △5.5   220 △0.2

                     



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日) 

（単位：百万円） 

  

(注) 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

項目 

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年２月20日残高 7,110 7,387 0 7,387 624 27,600 △  457 27,766

中間会計期間中の変動額       

別途積立金の取崩し(注)     △2,000 2,000 

剰余金の配当(注)     △  312 △  312

中間純損失(△)     △1,477 △1,477

自己株式の取得       

自己株式の処分     0 0   

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の 
変動額（純額） 

      

中間会計期間中の 
変動額合計 

    0 0 △2,000 209 △1,790

平成18年８月20日残高 7,110 7,387 0 7,387 624 25,600 △  247 25,976

項目 
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

平成18年２月20日残高 △    21 42,243 925 925 43,169

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の取崩し(注)    

剰余金の配当(注)   △  312  △  312

中間純損失(△)   △1,477  △1,477

自己株式の取得 △     0 △    0  △    0

自己株式の処分 0 0  0

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の 
変動額（純額） 

  △   31 △   31 △   31

中間会計期間中の 
変動額合計 △     0 △1,791 △   31 △   31 △1,822

平成18年８月20日残高 △    21 40,452 894 894 41,346



当中間会計期間(自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日) 

（単位：百万円） 

  

  

  

項目 

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年２月20日残高 7,110 7,387 0 7,387 624 25,600 696 26,920

中間会計期間中の変動額       

剰余金の配当     △  312 △  312

中間純損失(△)     △  3,779 △  3,779

自己株式の取得       

自己株式の処分     △  0 △  0   

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の 
変動額（純額） 

      

中間会計期間中の 
変動額合計 

    △  0 △  0 △  4,092 △  4,092

平成19年８月20日残高 7,110 7,387 0 7,387 624 25,600 △  3,395 22,828

項目 
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

平成19年２月20日残高 △  22 41,395 881 881 42,276

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当   △  312  △  312

中間純損失(△)   △  3,779  △  3,779

自己株式の取得 △  1 △  1  △  1

自己株式の処分 0 0  0

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の 
変動額（純額） 

  △  196 △  196 △  196

中間会計期間中の 
変動額合計 △  0 △  4,092 △  196 △  196 △  4,289

平成19年８月20日残高 △  23 37,302 684 684 37,986



前事業年度(自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日) 

（単位：百万円） 

  

(注) １ 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２ 剰余金の配当のうち312百万円は、平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

項目 

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年２月20日残高 7,110 7,387 0 7,387 624 27,600 △ 457 27,766

事業年度中の変動額       

別途積立金の取崩し(注)１     △2,000 2,000 

剰余金の配当(注)２     △ 625 △ 625

当期純損失(△)     △ 220 △ 220

自己株式の取得       

自己株式の処分     0 0   

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額)       

事業年度中の変動額合計     0 0 △2,000 1,153 △ 846

平成19年２月20日残高 7,110 7,387 0 7,387 624 25,600 696 26,920

項目 
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計 
自己株式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

平成18年２月20日残高 △  21 42,243 925 925 43,169

事業年度中の変動額    

別途積立金の取崩し(注)１    

剰余金の配当(注)２   △ 625  △ 625

当期純損失(△)   △ 220  △ 220

自己株式の取得 △  1 △  1  △  1

自己株式の処分 0 0  0

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額(純額)   △ 44 △ 44 △  44

事業年度中の変動額合計 △  1 △ 848 △ 44 △ 44 △ 892

平成19年２月20日残高 △  22 41,395 881 881 42,276



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前中間会計期間

(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日)

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

１ 税引前中間純損失(△)又は
税引前当期純利益 

 △1,748 △6,093 398 

２ 減価償却費  1,324 890 2,682 

３ 減損損失  2,365 7,111 2,384 

４ 賞与引当金の増減額  13 △    1 3 

５ 退職給付引当金の増減額  △  151 2 △  252 

６ 受取利息及び受取配当金  △   55 △   58 △  100 

７ 支払利息  63 70 135 

８ 固定資産処分損  112 34 187 

９ 売上債権の増減額  △  276 △   15 △2,051 

10 たな卸資産の増減額  126 27 435 

11 仕入債務の増減額  4,740 △   98 △  293 

12 預り金の増減額  1,630 578 71 

13 その他  407 △  262 796 

小計  8,551 2,187 4,398 

14 利息及び配当金の受取額  52 54 88 

15 利息の支払額  △   60 △   67 △  133 

16 法人税等の支払額  △   94 △  449 △  421 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 8,448 1,723 3,931 



  

  

   
前中間会計期間

(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日)

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

１ 有価証券の売却等 
  による収入 

 － － 150 

２ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △2,264 △1,189 △3,039 

３ 有形固定資産の売却 
  による収入 

 4 2 13 

４ 無形固定資産の取得 
  による支出 

 △   39 △   73 △   47 

５ 投資有価証券の取得 
  による支出 

 △  101 △  602 △  501 

６ 投資有価証券の売却等 
による収入 

 350 658 651 

７ 長期差入保証金の返還 
  による収入 

 2 1 12 

８ 長期差入保証金の差入 
  による支出 

 △   30 △   27 △   31 

９ その他  △   31 24 △  117 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,108 △1,205 △2,909 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

   

１ 長期借入れによる収入  1,000 1,000 3,500 

２ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △1,250 △1,937 △1,630 

３ 預り保証金の預り 
  による収入 

 98 74 150 

４ 預り保証金の返還 
  による支出 

 △  215 △  142 △  502 

５ 配当金の支払額  △  312 △  312 △  625 

６ その他  △    0 △    0 △    1 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △  681 △1,319 890 

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  の増減額 

 5,657 △  801 1,911 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の期首残高 

 4,425 6,337 4,425 

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の中間期末(期末)残高  

10,083 5,536 6,337 

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年２月21日 
 至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
 至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成19年２月20日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   商品 

   売価還元法による原価法 

   商品 

同左 

   商品 

同左 

   貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法 

   貯蔵品 

同左 

   貯蔵品 

同左 

 (2) 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

     ただし、複合金融商品に

ついては、組込デリバテ

ィブを区別して測定する

ことができないため、全

体を時価評価し評価差額

を営業外損益に計上して

おります。 

 (2) 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

  

  

  

  

  

  

同左 

 (2) 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

     ただし、複合金融商品に

ついては、組込デリバテ

ィブを区別して測定する

ことができないため、全

体を時価評価し評価差額

を営業外損益に計上して

おります。 

    時価のないもの 

     移動平均法に基づく原価

法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

      



  
前中間会計期間 

(自 平成18年２月21日 
 至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
 至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成19年２月20日) 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く。)について

は定額法。 

   また、取得価額が10万円以上

20万円未満の資産については、

３年均等償却によっておりま

す。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    

    

  

同左 

  

  

  

  

(会計処理の変更) 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより、前中間会計期間

と同一の方法によった場合と比

べ、営業利益及び経常利益が５

百万円減少し、税引前中間純損

失が５百万円増加しておりま

す。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    

  

  

同左 

  

  

  

  

 (2) 無形固定資産 

   定額法。ただし自社利用のソ

フトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基

づく定額法。 

 (2) 無形固定資産 

  

  

同左 

 (2) 無形固定資産 

  

  

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成18年２月21日 
 至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
 至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成19年２月20日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

  

  

  

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

  

  

  

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間対応額を計上しており

ます。 

 (2) 賞与引当金 

  
  

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当期期

間対応額を計上しております。 

 (3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会

計期間対応額を計上しておりま

す。なお、金額の重要性を考慮

し、流動負債「その他」に含め

て表示しております。 

  (会計処理の変更) 

   当中間会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第4号)を適用

しております。 

   この結果従来の方法に比べ

て、営業利益及び経常利益が、

9百万円減少し、税引前中間純

損失が、9百万円増加しており

ます。 

 (3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額のうち当中間会

計期間対応額を計上しておりま

す。 

   

    

    

 (3) 役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

  (会計処理の変更) 

   当事業年度から「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第4号)を適用して

おります。 

   これによる損益に与える影響

はありません。 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定

額法により費用処理し、数理計

算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法

により翌事業年度から費用処理

しております。 

 (4) 退職給付引当金 

  

  

  

  

  

  

  

同左 

 (4) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

   過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定

額法により費用処理し、数理計

算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法

により翌事業年度から費用処理

することとしております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
 至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成19年２月20日) 

４ リース取引の処理方法 ４ リース取引の処理方法 ４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので、特例処理を採用してお

ります。 

同左 同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取

引 

ヘッジ対象…借入金の利息 

同左 同左 

(3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 

当社は、借入金の金利変動リ

スクの軽減を目的に金利に係る

デリバティブ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。 

同左 同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要

件を満たしておりますので、有

効性の判定を省略しておりま

す。 

同左 同左 

      

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

６ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

６ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。 

      

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。

また売上等に係る消費税等と仕入

等に係る消費税等は、相殺のうえ

未払消費税等として表示しており

ます。 

同左 

税抜方式を採用しております。 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
 至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成19年２月20日) 

貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準第5号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第8

号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 また、従来の「資本の部」の合計

に相当する額は41,346百万円であり

ます。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

―――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準第5号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準適用指針第8号)を

適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。また、従来の「資本の

部」の合計に相当する額は42,276百

万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日 
 至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
 至 平成19年８月20日) 

―――― （中間貸借対照表） 

 「繰延税金資産」は、前中間期まで、投資その他の

資産の「その他」に含めて表示しおりましたが、当中

間期末において資産の総額の100分の5を超えたため区

分掲記しております。 

 なお、前中間期末の「繰延税金資産」の金額は、

1,358百万円であります。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成18年８月20日) 

当中間会計期間末
(平成19年８月20日) 

前事業年度末 
(平成19年２月20日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

33,390百万円 35,094百万円 34,229百万円 

※２ 担保提供資産 (担保提供資産) 

建物(中間会計期間末簿価) 

665百万円 

土地(中間会計期間末簿価) 

1,401百万円 

2,066百万円

(担保提供資産) 

建物(中間会計期間末簿価) 

622百万円 

土地(中間会計期間末簿価) 

1,401百万円 

2,023百万円

(担保提供資産) 

建物(期末簿価) 

640百万円 

土地(期末簿価) 

1,401百万円 

2,041百万円

  (対応債務) 

一年内返済予定長期借入金 

130百万円 

長期借入金 325百万円

455百万円

(対応債務) 

一年内返済予定長期借入金 

130百万円 

長期借入金 195百万円

325百万円

(対応債務) 

一年内返済予定長期借入金 

130百万円 

長期借入金 195百万円

325百万円

※３ 買掛金及び流動

負 債 の「そ の

他」(預り金) 

買掛金及び預り金には、

当中間会計期間末日が金融

機関休業日のため支払が翌

日となった金額、それぞれ

4,574百万円及び903百万円

を含んでおります。 

―――― ―――― 



(中間損益計算書関係) 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年２月21日 
 至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
 至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成19年２月20日) 

※１ 減価償却実施額       

    有形固定資産 1,300百万円 875百万円 2,634百万円 

    無形固定資産 23百万円 14百万円 48百万円 

※２ 営業外収益のう

ち主要項目 

受取利息 30百万円

受取配当金 24百万円

受取利息 32百万円

受取配当金 26百万円

受取利息 65百万円

受取配当金 35百万円

※３ 営業外費用のう

ち主要項目 

支払利息 63百万円 支払利息 70百万円 支払利息 135百万円

※４ 特別利益のうち

主要項目 

― ― 受入損害補償金 868百万円

※５ 特別損失のうち

主要項目 

減損損失 2,365百万円 減損損失 7,111百万円 減損損失 2,384百万円

※６ 減損損失  当社は、以下の資産グル

ープについて減損損失を計

上いたしました。 

 当社は、以下の資産グル

ープについて減損損失を計

上いたしました。 

 当社は、以下の資産グル

ープについて減損損失を計

上いたしました。 

  
地域 用途 種類 

減損損失

(百万円)

愛知県 店舗 
土地、

建物等 
1,432

三重県 店舗 土地 316

岐阜県 店舗 
土地、

建物等 
167

静岡県 店舗 
土地、

建物等 
448

合  計 2,365

地域 用途 種類 
減損損失

(百万円)

愛知県 店舗 建物等 2,026

京都府 店舗 建物等 4,621

滋賀県 店舗 建物等 463

合  計 7,111

  

地域 用途 種類 
減損損失

(百万円)

愛知県 店舗 
土地、

建物等 
1,452

三重県 店舗 
土地、

建物等 
316

岐阜県 店舗 
土地、

建物等 
167

静岡県 店舗 
土地、

建物等 
448

合  計 2,384

   資産のグルーピングは、

キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として店舗を

基本単位としております。 

 営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスである

店舗等について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失

（2,365百万円）として特

別損失に計上いたしまし

た。 

 減損損失の内訳は、建物

809百万円、土地869百万

円、その他686百万円であ

ります。 

 なお、当資産グループの

回収可能価額は正味売却価

額又は使用価値により測定

しており、正味売却価額に

ついては不動産鑑定士によ

る鑑定評価額等により評価

し、使用価値については将

来キャッシュ・フローを

2.9％で割り引いて計算し

ております。 

 資産のグルーピングは、

キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として店舗を

基本単位としております。 

 営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスである

店舗等について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失

（7,111百万円）として特

別損失に計上いたしまし

た。 

 減損損失の内訳は、建物

5,344百万円、その他1,766

百万円であります。 

 なお、当資産グループの

回収可能価額は正味売却価

額又は使用価値により測定

しており、正味売却価額に

ついては不動産鑑定士によ

る鑑定評価額等により評価

し、使用価値については将

来キャッシュ・フローを

3.9％で割り引いて計算し

ております。 

 資産のグルーピングは、

キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として店舗を

基本単位としております。 

 営業活動から生ずる損益

が継続してマイナスである

店舗等について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失

（2,384百万円）として特

別損失に計上いたしまし

た。 

 減損損失の内訳は、建物

809百万円、土地869百万

円、その他706百万円であ

ります。 

 なお、当資産グループの

回収可能価額は正味売却価 

額又は使用価値により測定

しており、正味売却価額に

ついては不動産鑑定士によ

る鑑定評価額等により評価

し、使用価値については将

来キャッシュ・フローを

2.9％で割り引いて計算し

ております。 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日) 

 １ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加769株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少49株は、単元未満株式の買増し

請求に伴う売却であります。 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

  

  前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

発行済株式         

普通株式（株） 31,321,220 － － 31,321,220 

合計（株） 31,321,220 － － 31,321,220 

自己株式         

普通株式（株） 25,457 769 49 26,177 

合計（株） 25,457 769 49 26,177 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年5月11日 
定時株主総会 

普通株式 312 10.00 平成18年2月20日 平成18年5月12日 

決議 株式の種類 
配当金の 
総額 

（百万円） 
配当の原資

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年10月5日 
取締役会 

普通株式 312 利益剰余金 10.00 平成18年8月20日 平成18年11月1日



当中間会計期間(自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日) 

 １ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加1,219株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少98株は、単元未満株式の買増

し請求に伴う売却であります。 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

  

  前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

発行済株式         

普通株式（株） 31,321,220 － － 31,321,220 

合計（株） 31,321,220 － － 31,321,220 

自己株式         

普通株式（株） 27,396 1,219 98 28,517 

合計（株） 27,396 1,219 98 28,517 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月10日 
定時株主総会 

普通株式 312 10.00 平成19年2月20日 平成19年5月11日 

決議 株式の種類 
配当金の 
総額 

（百万円） 
配当の原資

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年10月2日 
取締役会 

普通株式 312 利益剰余金 10.00 平成19年8月20日 平成19年11月1日



前事業年度(自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日) 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 自己株式の普通株式の株式数の増加2,038株は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少99株は、単元未満株式の買増

し請求に伴う売却であります。 

  

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

  前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

発行済株式    

普通株式（株） 31,321,220 ― ― 31,321,220

合計（株） 31,321,220 ― ― 31,321,220

自己株式    

普通株式（株） 25,457 2,038 99 27,396

合計（株） 25,457 2,038 99 27,396

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年５月11日 
定時株主総会 

普通株式 312 10.00 平成18年２月20日 平成18年５月12日 

平成18年10月5日 
取締役会 

普通株式 312 10.00 平成18年８月20日 平成18年11月１日 

決議 株式の種類 
配当金の 
総額 

（百万円） 
配当の原資

1株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年5月10日 
定時株主総会 

普通株式 312 利益剰余金 10.00 平成19年2月20日 平成19年5月11日 

前中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
 至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成19年２月20日) 

現金及び現金同等物の中間会計期間

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

10,083百万円

現金及び現金 
同等物 

10,083百万円

現金及び現金同等物の中間会計期間

末残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

5,536百万円

現金及び現金
同等物 

5,536百万円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び
預金勘定 

6,337百万円

現金及び現金
同等物 

6,337百万円



(リース取引関係) 
  

前中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
 至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成19年２月20日) 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引に係
る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引に係
る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引に係
る注記 

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び中間期末残
高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額、減損損
失累計額相当額及び期末残高相
当額 

  

有形固定 
資産 
その他 

(機械及び 
装置) 

  
  
  

(器具及び 
備品) 

  
  
  

(合計) 

取得価 
額相当 
額 

3,950
百万円

15
百万円

3,966
百万円

減価償 
却累計 
額相当 
額 

1,847
百万円

4
百万円

1,852
百万円

減損損 
失累計 
額相当 
額 

328
百万円

―
328

百万円

中間期 
末残高 
相当額 

1,774
百万円

10
百万円

1,785
百万円

  

有形固定
資産 

その他 
(機械及び
装置) 

  
  

(器具及び
備品) 

  
  

(合計) 

取得価 
額相当 
額 

3,950
百万円

15
百万円

3,966
百万円

減価償 
却累計 
額相当 
額 

2,080
百万円

6
百万円

2,086
百万円

減損損 
失累計 
額相当 
額 

379
百万円

3
百万円

382
百万円

中間期 
末残高 
相当額 

1,491
百万円

5
百万円

1,496
百万円

有形固定
資産 
その他 

(機械及び
装置) 

  
  
  

(器具及び 
備品) 

  
  
  

(合計) 

取得価
額相当
額 

3,950
百万円

15
百万円

3,966
百万円

減価償
却累計
額相当
額 

2,014
百万円

5
百万円

2,020
百万円

減損損
失累計
額相当
額 

328
百万円

－
328

百万円

期末残
高相当
額 

1,608
百万円

9
百万円

1,617
百万円

なお、取得価額相当額は、未
経過リース料中間期末残高
が、有形固定資産の中間期末
残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算
定しております。 

  
  

同左 

なお、取得価額相当額は、未
経過リース料期末残高が有形
固定資産の期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子
込み法により算定しておりま
す。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額等 

(2) 未経過リース料中間期末残高相
当額等 

(2) 未経過リース料期末残高相当額
等 

  

  

未経過リース料中間期末残高相
当額 

１年内 335百万円

１年超 1,778百万円

合計 2,113百万円

リース資産減損勘定の残高 

273百万円

  

  

未経過リース料中間期末残高相
当額 

１年内 331百万円

１年超 1,446百万円

合計 1,778百万円

リース資産減損勘定の残高 

281百万円

  

  

未経過リース料期末残高相当額
  

１年内 330百万円

１年超 1,615百万円

合計 1,945百万円

リース資産減損勘定の残高 

252百万円
なお、未経過リース料中間期
末残高相当額は、未経過リー
ス料中間期末残高が有形固定
資産の中間期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子
込み法により算定しておりま
す。 

  
  

同左 

なお、未経過リース料期末残
高相当額は、未経過リース料
期末残高が有形固定資産の期
末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により
算定しております。 

(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損
勘定の取崩額、減価償却費相当
額及び減損損失 

支払リース料 167百万円

リース資産 

減損勘定の 

取崩額 

21百万円

減価償却費 

相当額 
146百万円

減損損失 61百万円

支払リース料 167百万円

リース資産 

減損勘定の 

取崩額 

25百万円

減価償却費 

相当額 
142百万円

減損損失 54百万円

支払リース料 335百万円

リース資産 

減損勘定の 

取崩額 

42百万円

減価償却費 

相当額 
293百万円

減損損失 61百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし残存
価額を零とする定額法によって
おります。 

同左 同左 



  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
 至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
 至 平成19年２月20日) 

２ オペレーティング・リース取引
に係る注記 

２ オペレーティング・リース取引
に係る注記 

２ オペレーティング・リース取引
に係る注記 

  未経過リース料   未経過リース料  未経過リース料 
１年内 2,303百万円

１年超 23,156百万円

合計 25,460百万円

１年内 2,285百万円

１年超 20,783百万円

合計 23,068百万円

１年内 2,292百万円

１年超 21,955百万円

合計 24,247百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年８月20日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

(注) 債券の「その他」に含まれる複合金融商品については、時価評価を行い、取得時より当中間会計期間末までに評価損28百万

円を計上しております。なお、「取得原価」欄には、評価損計上前の取得価額を記載しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 883 2,352 1,468 

② 債券   

社債 451 429 △  21 

  その他（注） 908 880 △  28 

③ その他 48 85 36 

計 2,292 3,747 1,455 

区分 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 

 非上場株式 42

計 42



当中間会計期間末(平成19年８月20日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

(注) 債券の「その他」に含まれる複合金融商品については、時価評価を行い、取得時より当中間会計期間末までに評価損74百万

円を計上しております。なお、「取得原価」欄には、評価損計上前の取得価額を記載しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 883 1,992 1,108 

② 債券   

社債 350 343 △   7 

  その他（注） 702 628 △  74 

③ その他 48 79 30 

計 1,985 3,044 1,058 

区分 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 

 非上場株式 42

計 42



前事業年度末(平成19年２月20日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

（注）債券の「その他」に含まれる複合金融商品については、時価評価を行い、取得時より当事業年度末までに評価損12百万円を

計上しております。なお、「取得原価」欄には、評価損計上前の取得価額を記載しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

その他有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 883 2,310 1,427 

② 債券   

社債 401 392 △   8 

  その他（注） 708 696 △  12 

③ その他 48 91 43 

計 2,041 3,491 1,449 

内容 
貸借対照表計上額

(百万円) 

  非上場株式 42

合計 42



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成18年８月20日現在) 

金利関連 

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  

当中間会計期間末(平成19年８月20日現在) 

金利関連 

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  

前事業年度末(平成19年２月20日現在) 

金利関連 

ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日) 

該当事項はありません。 

  

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日) 

関係会社を有していないため該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日) 

関係会社を有していないため該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日) 

関係会社を有していないため該当事項はありません。 

  

  

(企業結合等関係) 

当中間会計期間(自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日) 

該当事項はありません。 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

前へ     

前中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日) 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当たり中

間純損失であり、また、潜在株式が

ないため記載をしておりません。 

１株当たり純資産額 1,321円20銭

１株当たり中間純損失 47円21銭

  

同左 

１株当たり純資産額 1,213円92銭

１株当たり中間純損失 120円76銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が

ないため記載をしておりません。 

１株当たり純資産額 1,350円96銭

１株当たり当期純損失 7円5銭

  
前中間会計期間

(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日)

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日)

中間(当期)純損失(百万円) 1,477 3,779 220

普通株主に帰属しない 
金額(百万円) 

― ― －

普通株式に係る中間(当期)
純損失(百万円) 

1,477 3,779 220

普通株式の期中平均 
株式数(千株) 

31,295 31,293 31,294

前中間会計期間 
(自 平成18年２月21日 
至 平成18年８月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年２月21日 
至 平成19年２月20日) 

解約和解金の収受 

 当社は、店舗の自家発電装置の稼

働に関連してエネサーブ株式会社と

重油の売買契約を締結しておりまし

たが、同社が自家発電事業から撤退

することに伴い、平成18年10月20日

限りで当該契約を解約いたしまし

た。解約に当たり、当社は同社より

解約和解金として868百万円を収受

し、特別利益に計上いたします。 

―――― ―――― 



(2) 【その他】 

① 当中間期末日後の状況 

特記事項はありません。 

  

② 訴訟 

特記事項はありません。 

  

③ 中間配当 

平成19年10月2日開催の取締役会において、第31期の中間配当を行うことについて次のとおり決議いたしまし

た。 

  

中間配当金の総額 312百万円

１株当たりの金額 10円



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第30期) 
自 平成18年２月21日 

至 平成19年２月20日 
  

平成19年５月14日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月９日

株 式 会 社 ユ ー ス ト ア 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユーストアの平

成18年２月21日から平成19年２月20日までの第30期事業年度の中間会計期間（平成18年２月21日から平成18年８月20日まで）に係る

中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ユ

ーストアの平成18年８月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年２月21日から平成18年８月20日ま

で）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社はエネサーブ株式会社との重油の売買契約を平成18年10月20日限りで解約した。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員及び公認会計士田中誠治との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      

田 中 会 計 事 務 所 

  

  公認会計士       田 中 誠 治 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年11月９日

株式会社ユーストア 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ユーストアの平成19年２月21日から平成20年２月20日までの第31期事業年度の中間会計期間(平成19年２月

21日から平成19年８月20日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ユーストアの平成19年８月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成19年２月

21日から平成19年８月20日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  佐  藤     孝  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  井  上  嗣  平  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  奥  谷  浩  之  ㊞ 

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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